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 一握りの大企業が内部留保をため込み、株

主配当を増やす一方で、働く者の生活は厳し

くなるばかりです。非正規雇用は、労働者全

体の４割となり、年収３００万円以下の人は

全労働者の６割近くに達しています。労働者

の賃金が低く抑えられて個人消費が冷え込

み、日本の経済・社会は深刻です。今回、郵

政の賃上げ問題を中心に講演されます。 

 ９月１４日、東京地裁は郵政ユニオン

の組合員３人が訴えていた郵政２０条

裁判で画期的な判決を下しました。期間

雇用社員に年末年始手当、住居手当、夏

季休暇、冬季休暇、病気休暇がないのは

不合理な労働条件の相違であり、労働契

約法２０条に違反しているとしたので

す。今回の判決を勝ち取った意義、今後

の２０条裁判についての方針も明らか

にされます。 
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